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大 監 第 ２ １ 号

平成２１年 ７月３０日

大 竹 市 長 様

大竹市監査委員 黒 田 孝 士

同 岡 部 健 三

平成２０年度大竹市公営企業会計決算審査意見について

地方公営企業法第３０条第２項の規定により審査に付された平成２０

年度大竹市公営企業会計（水道事業会計，工業用水道事業会計，公共下水

道事業会計）の決算について，審査を終了したので，次のとおり意見書を

提出します。
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した。

５． 皆増とは，前年度の数字が ０ で，当年度全額増加したことを示し，皆減とは，前年度

１． 文中の金額は， 原則として千円単位で表示し， 単位未満は四捨五入した。

２． 文中及び表中の金額は， 消費税抜きの金額 （予算決算対照表 資料１及び資料２を

凡 例

から全額減少し，当年度の数字が ０ であることを示すものである。

したがって， 合計と内訳が一致しない場合がある。

除く）で表示した。

３． 文中の ％ は， パーセンテージ 間の単純差引数値である。

４． 比率 （％） は， 原則として小数点以下第１位までとし，小数点以下第２位を四捨五入





平成 ２ ０ 年度大竹市公共下水道事業会計決算

第 １ 審査の対象

平成 ２ ０ 年度大竹市水道事業会計決算

平成 ２ ０ 年度大竹市工業用水道事業会計決算

第 ３ 審査の方法

審査は，市長から送付された決算書に基づいて関係諸帳簿等の提出を求め，細部に

わたっては，関係職員から説明聴取のうえ実施した。

平成 ２ １ 年 ７ 月 １ 日 か ら 平成 ２ １ 年 ７ 月 ２ ４ 日

第 ２ 審査の期間

決算書, その他財務諸表及び事業報告書は，それぞれ地方公営企業関係法令に

準拠して適正に作成されており，関係諸帳簿と照合審査の結果，その計数は正確であり，

第 ４ 審査の結果

－ １ －

なお，水道事業，工業用水道事業及び公共下水道事業における業務状況及び経営

かつ，当年度の経営成績と当年度末現在の財政状態を明確に表示していることを認めた。

成績等の審査結果の概要は，つぎのとおりである。

－ １ －



Ⅰ 水 道 事 業 会 計

２ ０ 年 度 １ ９ 年 度
増 △ 減 比 率 （％）

対 前 年 度 比 較
単 位

当年度末における給水人口は ２８,９０４人で，前年度に比較して ６６人減少したが，

１． 業 務 状 況

年 度

区 分

     （２.５％），有収水量は，１１６,２０８㎥（３.１％）減少し，有収率も ０.５％ 減少している。  

第 １ 表 業務状況比較表

（１） 給水状況について

業務状況の前年度との比較表は， 第 １ 表のとおりである。

（前年比 ９４.１％）は減少しているが，工場用(前年比 １０２.９％）は増加している。

普及率は行政区域内人口の減少もあり，０.３％増加している。

     当年度における年間配水量は ４,５０６,３４０㎥，年間有収水量は ３,６７４,６９３㎥，

使用水量を主な用途で前年度と比較すると，家事用（前年比 ９６.９％），業務用

    有収率は ８１.５％となっており，これを前年度と比較すると，配水量は １１４,７１０㎥ 

－ ２ －

人 29,638 29,807 △ 169 99.4

人 32,140 32,140 0 100.0

人 28,904 28,970 △ 66 99.8

％ 97.5 97.2 0.3 100.3

戸 12,366 12,241 125 101.0

㎥ 3,629,420 3,709,870 △ 80,450 97.8

㎥ 876,920 911,180 △ 34,260 96.2

㎥ 4,506,340 4,621,050 △ 114,710 97.5

㎥ 3,674,693 3,790,901 △ 116,208 96.9

％ 81.5 82.0 △ 0.5 99.4

 ㎥／日 23,400 23,400 0 100.0

 ㎥／日 15,340 14,320 1,020 107.1

 ㎥／日 12,346 12,626 △ 280 97.8

人 11 10 1 110.0

増 △ 減 比 率 （％）

水源地

県用水配 水 量 （Ｄ）

給 水 人 口 （Ｃ）

計 画 給 水 人 口 （Ｂ）

区 分

給 水 戸 数

職 員 数

１ 日 平 均 配 水 量

１ 日 最 大 配 水 量

有 収 水 量 （Ｅ）

有 収 率 （Ｅ／Ｄ）

１ 日 配 水 能 力

行政区域内人口 （Ａ）

普 及 率 （Ｃ／Ａ）

合 計

－ ２ －



施設利用率等の推移は， 第 ２ 表のとおりである。

と比較して２.２％減少したためである。

これは，１日最大配水量が前年度と比較して ７.１％増加したことによるものである。

（２) 施設の利用状況について

施設の利用状況を示す施設利用率は ５２.８％で前年度と比較して １.２％下回っている。

２０年度

第 ２ 表 施設利用率等の推移

１７年度

これは，１日平均配水量が前年度と比較して ２.２％減少したことによるものである。

（単位：％）

これは，１日最大配水量が前年度と比較して ７.１％増加し，１日平均配水量が前年度

次に負荷率は，８０.５％で前年度と比較して ７.７％下回っている。

最大稼働率は，当年度が ６５.６％で前年度と比較して ４.４％上回っている。

項 目
１９年度 １８年度

年 度
１６年度

－ ３ －

１ 日 平均配水量

１ 日 配 水 能 力

１ 日 最大配水量

１ 日 配 水 能 力

１ 日 平均配水量

１ 日 最大配水量

67.3

81.9 82.4

61.2

84.9

65.6 65.7

最 大 稼 働 率

52.8

× １００

× １００

55.8

88.2

負 荷 率

65.3

80.5

55.5

施 設 利 用 率

項 目

× １００
54.0 53.5

－ ３ －



２． 予 算 の 執 行 状 況

（１） 収益的収入及び支出について （ 資料 １ 参照 ）

収益的収支の予算執行状況についてみると，収入では予算額 ５億６，６７６万８千円に

対して，決算額 ５億６，２１６万１千円（対予算比 ９９.２％）で ４６０万７千円の減少となって

おり，支出では予算額 ５億３,１７４万４千円に対して，決算額 ５億１,０１７万５千円（対予算

比 ９５.９％）で不用額 ２,１５６万９千円（対予算比 ４.１％）を生じている。

５千円 （執行率７５.７％）で不用額 ５,７５９万５千円（対予算比 ２４.３％）を生じているが，

３． 経 営 成 績 （ 損 益 計 算 書 ）

（２） 資本的収入及び支出について （ 資料 １ 参照 ）

資本的収支の予算執行状況についてみると，収入では予算額 １億５,７３１万円（繰越額

５,５３８万円を含む）に対して，決算額 ９,９４６万９千円（対予算比 ６３.２％）で ５,７８４万１千

円の減少となっており，支出では予算額 ２億３,６８５万円に対して，決算額 １億７,９２５万

１,５３３万５千円を翌年度に繰越しており，繰越後の不用額は ４,２２６万円となっている。

度分損益勘定留保資金 ７,５１０万１千円で補填している。

資本的支出額 １億７,９２５万５千円（繰越額 ７,３００万円を含む）に対する財源は，企業債

６,８８０万円及び負担金 ２,６２２万円等で不足額が ７,９７８万６千円となっている。

この不足額は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ４６８万５千円，当年

（１） 収益について （ 資料 ３ 参照 ）

－ ４ －

（３.５％）増加したものの，減価償却費が ６２６万８千円（４.２％），原水及び浄水費が ６０６万

２千円 （３.５％），給配水費が３２１万９千円（５.５％）減少したこと等によるものである。

営業外費用が減少した要因は， 雑支出が ５３万６千円（皆増）増加したものの，支払利息が

６００万６千円（２１.２％）， 繰延勘定償却が１３０万円（２６.８％）減少したことによるものである。

特別損失が増加した要因は， 過年度損益修正損が ２６２万円（２,６４３.５％）増加したこと等

によるものである。

営業費用が減少した要因は，業務費が ７５４万７千円（２２.９％），総係費が １７６万６千円

（２） 費用について （ 資料 ３ 参照 ）

当年度の総費用は ４億８,９５２万７千円で，前年度と比較して １,０７７万７千円（２.２％）

減少して いる。主なものを科目別に前年度と比較すると，営業費用が ６６６万３千円

（１.４％），営業外費用が ６７７万円（２０.４％）それぞれ減少したが，特別損失が ２６５万

６千円（２,６８０.５％）増加している。

である。

当年度の総収益は ５億３,６８１万１千円で, 前年度と比較して １,２６３万１千円（２.３％）

減少している。これは主に営業収益が １,０９６万１千円（２.１％）減少したことによるもの

（１） 収益について （ 資料 ３ 参照 ）

－ ４ －



（３） 損益について （ 資料 ３ 参照 ）

総収益 ５億３,６８１万１千円から総費用 ４億８,９５２万７千円を差し引いた当年度純利益

は ４,７２８万４千円となり，前年度に比べ １８５万４千円減少している。

この主な要因は，営業外費用が ６７７万円（２０.４％），営業費用が ６６６万３千円（１.４％）

（１１.０％）減少している。

それぞれ減少したが，営業収益も １，０９６万１千円（２.１％）減少したこと等によるものである。

（４） 生産性について

      職員 １人当たりの給水量は，３３４,０６３㎥で前年度と比較してみると ４５,０２７㎥

（１１.９％）減少している。

職員 １人当たりの給水人口は，２,６２８人で前年度と比較して ２６９人（９.３％）減少

している。

次に，職員 １人当たりの営業収益は，４,６１９万円で前年度と比較して ５７１万６千円

職員 1 人当たりの給水量等の推移は， 第 ３ 表のとおりである。

当年度純利益は前年度繰越利益剰余金 ２，０２３万３千円と合算され，当年度未処分

利益剰余金は ６,７５１万８千円となっている。

－ ５ －

有収水量

職 員 数

給水人口

職 員 数

営業収益

職 員 数

１６年度

第 ３ 表 職員１人当たりの給水量等の推移

職員 １人当たりの営業収益

年 度

項 目

職員 １人当たりの給水量

334,063

２０年度 １９年度 １８年度 １７年度

379,090 393,656 364,508 311,154

千円

2,897 2,925 2,689

51,906

10 11

職 員 数

人

㎥

職員 １人当たりの給水人口

人
2,628

46,190

2,287

43,03054,071 51,067

（注） 職員数は， 損益勘定職員数である。

1311 10

－ ５ －



131.63 131.26 132.07 132.23 132.25

132.47 131.95 131.40 125.83 134.89

△ 0.84 △ 0.69 0.67 6.40 △ 2.64

14.44 13.68 13.00 15.88 18.11

供 給 単 価

（５） 供給単価及び給水原価

     当年度における １㎥当たりの供給単価は １３１円６３銭で，前年度に比べ ３７銭（０.３％）

増加しており，給水原価は １３２円４７銭で前年度に比べ ５２銭（０．４％）増加している。

    結果として １㎥給水するごとに ８４銭の販売損を生じている。 

前年度と比較すると，給水収益が １,３９０万円（２.８％）減少しており，営業費用も

第 ４ 表 給水原価等の推移

６６６万３千円（１.４％）減少しているが，給水収益の減少が上回っており，結果として

当年度は供給単価が給水原価を下回り，販売損が生じている。

給水原価等の推移及び水道事業原価分析表は， 第 ４ 表及び第 ５ 表のとおりである。

１８年度 １７年度 １６年度１９年度

（単位：円）

年 度
２０年度

項 目

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）そ の 他 の 収 益

販 売 益 Δ 損 （Ａ－Ｂ）

給 水 原 価

－６ －

13.60 12.99 13.67 22.28 15.47

費用 ＝ 経常費用 － （受託工事費 ＋ 附帯事業費 ＋ 材料及び不用品売却原価）

収益 ＝ 総収益 － （受託工事収益 ＋ 材料及び不用品売却収入）

収 益 － 給 水 収 益

有 収 水 量
その他の収益 ＝

費 用

有 収 水 量
給水原価 ＝

給 水 収 益

有 収 水 量

（ Ａ － Ｂ ＋ Ｃ ）

(注） 供給単価 ＝

－６ －



（注） 原価の算出にあたっては， 特別損失を除外した。

販 売 損 失

24,398,883円

460,410,058円

配 水 原 価

その他営業収益

28,677,488円

営業外収益

486,771,409円

直接配水原価
223,083,307円

51,991,641円
減価償却費
144,647,486円

40,456,891円

計237,326,751円

486,771,409円

配 水 総 原 価

26,361,351円

総係費

業務費

給 水 原 価

営 業 外 費 用

（ 営 業 費 用 ）

資産減耗費
230,733円

第 ５ 表 水道事業原価分析表

3,075,896円

収 益

536,771,884円

（特別利益 39,490円を除く）

給水収益
483,695,513円483,695,513円

販 売 額
(給水収益)

－７－

１４６円０７銭

有収水量 （ 3,674,693㎥ ） に対し総配水量 （ 4,506,340㎥ ） に対し

１３２円４７銭 １３１円６３銭１０２円１７銭
４９円５０銭

（１㎥当たり単価）
１０８円０２銭

計223,083,307円

168,027,889円
給配水費

55,055,418円

原水及び浄水費

－７－



比較 してそれぞれ １億５,９３２万５千円（２５.９％），２６１万８千円（１０.３％）増加している。

等である。

未収金の主なものは，水道料金 ２,０８５万８千円，その他営業外未収金 ２３３万８千円

次に資産の構成を見ると，固定資産 ８４.５％（前年度 ８６.９％），流動資産 １５.４％

繰延勘定が減少した要因は，開発費が ３５４万４千円（３３.３％）減少したことによるもの

である。

（前年度 １２.９％），繰延勘定 ０.１％（前年度 ０.２％）となっている。

（０.６％），繰延勘定が ３５４万４千円（３３.３％）それぞれ減少している。

流動資産が増加した主な要因は，前払金が １,５６２万円（皆減）減少したが，現金預金

が １億５,９３２万５千円（２５.９％）増加したことによるものである。

固定資産が減少した主な要因は，有形固定資産が ２,８５３万２千円（０.８％）が減少した

ことによるものである。

流動資産の現金預金は ７億７,５４１万３千円，未収金は ２,８１２万２千円で，前年度と

４． 財 政 状 態 （ 貸 借 対 照 表 ）

（１） 資産について （ 資料 ５ 参照 ）

当年度の資産は，５２億４,０１３万４千円で，その内訳は固定資産が ４４億２,５９９万６千円，

流動資産が ８億７０５万円，繰延勘定が ７０８万８千円であり，これらを前年度と比較すると，

流動資産が １億４,６４５万３千円（２２.２％）増加しているが，固定資産が ２,８５９万３千円

－ ８ －

（単位：円）

過年度分（１１年度） 16,701 0 6,862 0 9,839

過年度分（１２年度） 36,146 0 9,209 0 26,937

過年度分（１３年度） 66,459 0 59,241 0 7,218

過年度分（１４年度） 226,678 0 215,683 0 10,995

過年度分（１５年度） 518,460 0 380,485 0 137,975

過年度分（１６年度） 685,391 0 324,764 0 360,627

過年度分（１７年度） 561,417 0 192,731 0 368,686

過年度分（１８年度） 459,063 0 144,086 0 314,977

過年度分（１９年度） 22,933,410 0 21,884,622 0 1,048,788

２ ０年度分 0 661,630,547 635,794,441 0 25,836,106

25,503,725 661,630,547 659,012,124 0 28,122,148計

未収金の状況は， 第 ６ 表のとおりである。

区 分 期首現在高

第 ６ 表 未収金の状況

当年度発生額 当年度収入額 不納欠損額 期末現在高

－ ８ －



（１１７.４％）増加したことによるものである。

（２） 負債及び資本について ( 資料 ５ 参照 ）

当年度の負債は，１億７,４８９万１千円で，前年度と比較して ２,５８１万６千円（１７.３％）

増加している。

増加の要因は，流動負債が ２,２９１万６千円 （１５.６％），固定負債が ２９０万円

資本は ５０億６,５２４万３千円で，これを前年度と比較すると ８,８５０万円 （１.８％）

増加の要因は，剰余金が ７,４９３万３千円（２.２％），資本金が １,３５６万７千円（０.９％）

増加したことによるものである。

増加している。

（３） 財務分析

当年度は ８４.５％で，前年度（８６.９％）と比較して ２.４％減少している。

① 固定資産構成比率

固定資産構成比率は，総資産の中で，固定資産の占める割合を示すものであり，一般

に公益事業においてはこの比率が高いが，この比率は低いことが望ましいとされており，

② 自己資本構成比率

自己資本構成比率は，総資本に対する自己資本の割合を示すものであり，事業の安定

のためには比率は高いことが好ましく，当年度は ８３.１％で，前年度（８３.５％）と比較して

－ ９ －

ある。

これは， 流動負債が増加しているが，現金預金等がさらに増加したことによるもので

当年度は ４７４.０％で，前年度(４３７.６％）を上回っている。

③ 流動比率

流動比率は，流動負債に対する流動資産の割合で，事業の安定性を見るうえで，企業

の支払能力がどういう状態にあるかを示すもので，この比率が高いほど債務の支払いに

この主な要因は，前年度に比較して流動負債が増加したことによるものである。

のためには比率は高いことが好ましく，当年度は ８３.１％で，前年度（８３.５％）と比較して

０.４％減少している。

十分な流動資産をもつことになり，通常 ２００％以上なら安定とされている。

当年度は ４７６.１％で，前年度（４５０.６％）を上回っている。

この要因は，前年度と比較して流動負債が増加しているが，現金預金等の流動資産が

豊富で支払い能力があるとされ，一般には１００％以上であることが要求されている。

④ 当座比率 （ 酸性試験比率 ）

当座比率は，流動負債に対する現金預金に未収金を加えた額の割合を示すもので，

流動比率よりも当面の支払い能力をみるものである。この比率が高いほど運転資金が

さらに増加していることによるものである。

－ ９ －



区 分 ２０年度 １９年度 １８年度 １７年度 １６年度

固定資産構成比率 84.5 86.9 83.4 78.8 74.2

自己資本構成比率 83.1 83.5 83.2 82.5 75.3

流 動 比 率 476.1 450.6 597.7 891.0 274.5

⑤ 総収支比率 （ 総収益対総費用比率 ）

総収支比率は，総費用が総収益で賄われているかをみるもので，この比率が１００％

以上で大きいほど好ましいとされている。

当年度は １０９.７％で，前年度(１０９.８％）と比較して ０.１％減少している。

⑥ 企業債償還元金対減価償却額比率

企業債償還元金対減価償却額比率は， 企業債償還元金と減価償却費の割合をみる

もので，比率が小さいほど好ましいとされている。

当年度は ３８.２％で，前年度（３９.０％）と比較して ０.８％減少している。

主な財務比率の推移は，第７表のとおりである。

第 ７ 表 主な財務比率の推移

（単位：％）

－ １０ －

流 動 比 率 476.1 450.6 597.7 891.0 274.5

当 座 比 率 474.0 437.6 522.5 887.8 271.0

総 収 支 比 率 109.7 109.8 101.3 117.5 111.4

企業債償還元金対減価償却額比率 38.2 39.0 40.3 36.6 33.9

５． 建 設 投 資

万円，玖波・大竹・立戸配水池外壁塗装改修工事 １,２２７万８千円である。

当年度における建設改良費は １億１,８１１万７千円で，前年度と比較して ４,９８９万２千円

（７３.１％）増加している。

建設改良事業の主なものは，御堂原地区上水道配水管整備工事 ２,８２０万円，立戸二・

三丁目地区配水管改良工事 １,６０２万５千円，浄水処理施設実施設計及び大竹市上水道

変更認可作成業務 １,５１９万３千円，防鹿水源地浄水地内面防水塗装改修工事 １,３６２

－ １０ －



給 水 事 業 所 数 （Ａ） ヵ 所 7 7 0 100.0

配 水 量 （Ｂ） ㎥ 15,478,290 16,189,010 △ 710,720 95.6

有 収 水 量 （Ｃ） ㎥ 14,995,588 15,731,893 △ 736,305 95.3

有 収 率 （Ｃ／Ｂ） ％ 96.9 97.2 △ 0.3 99.7

１ 日 配 水 能 力 ㎥／日 79,400 79,400 0 100.0

増 △ 減 比 率 （％）

     これらを前年度と比較すると，配水量が ７１０,７２０㎥（４.４％），有収水量が ７３６,３０５㎥

（４.７％）それぞれ減少し，その結果，有収率は ０.３％減少している。

業務状況比較表は， 第 ８ 表の示すとおりである。

第 ８ 表 業務状況比較表

年 度
単 位 ２ ０ 年 度 １ ９ 年 度

対 前 年 度 比 較

区 分

Ⅱ 工 業 用 水 道 事 業 会 計

１． 業 務 状 況

（１） 給水状況について

当年度における給水事業所は，前年度と同じく ７ 事業所となっている。

     配水量は １５,４７８,２９０㎥，有収水量は １４,９９５,５８８㎥，有収率は ９６.９％となっている。

－ １１ －

１ 日 配 水 能 力 ㎥／日 79,400 79,400 0 100.0

１ 日 最 大 配 水 量 ㎥／日 48,640 49,905 △ 1,265 97.5

１ 日 平 均 配 水 量 ㎥／日 42,406 44,232 △ 1,826 95.9

１ 日 平 均 有 収 水 量 ㎥／日 41,084 42,983 △ 1,899 95.6

職 員 数 人 4 4 0 100.0

最大稼働率は ６１.３％で，前年度と比較して １.６％下回っている。 これは １日最大配水量

     が，前年度と比較して １,２６５㎥（２.５％）減少したことによるものである。

つぎに負荷率は ８７.２％で，前年度と比較して １.４％下回っている。これは前年度と比較

     して １日平均配水量が，１,８２６㎥（４.１％）減少し，１日最大配水量が，１,２６５㎥（２.５％）

減少したことによるものである。

施設利用率等の推移については，第９表のとおりである。

（２） 施設の利用状況について

施設の利用状況を示す施設利用率は ５３.４％で，前年度と比較すると ２.３％下回って

        いる。これは １日平均配水量が，前年度と比較して １,８２６㎥（４.１％）減少したことによる

ものである。

－ １１ －



１ 日 平均配水量

１ 日 配 水 能 力

１ 日 最大配水量

１ 日 配 水 能 力

１ 日 平均配水量

１ 日 最大配水量

２． 予 算 の 執 行 状 況

（１） 収益的収入及び支出について （ 資料 １ 参照 ）

収益的収支の予算執行状況についてみると，収入では予算額 ５億４４５万１千円に

負 荷 率

87.2 88.6 82.9 91.5 93.3
× １００

最 大 稼 働 率

61.3 62.9 63.0 56.0 55.7
× １００

施 設 利 用 率

53.4 55.7 52.2 51.3 52.0
× １００

第 ９ 表 施設利用率等の推移

（単位：％）

年 度
２０年度 １９年度 １８年度 １７年度 １６年度

項 目

－ １２ －

８６５万１千円（対予算比 ２.５％）を生じている。

資本的支出額 ３億３,６７０万６千円に対する財源は，企業債 ２億２４０万円及び負担金

６１万６千円で，不足額は １億３,３６９万円となっている。

この不足額は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ３５万円，過年度分

損益勘定留保資金 ４,８３５万７千円，当年度分損益勘定留保資金 ８,４９８万３千円で補填

している。

９７.８％）で，不用額 １,２２４万１千円（対予算比 ２.２％）を生じている。

（２） 資本的収入及び支出について （ 資料 １ 参照 ）

資本的収支の予算執行状況についてみると，収入では 予算額 ２億１,７０１万６千円に

対して， 決算額 ２億３０１万６千円（対予算比 ９３.５％）となっており，支出では予算 ３億

４,５３５万７千円に対して，決算額が ３億３,６７０万６千円（執行率 ９７.５％）で，不用額

収益的収支の予算執行状況についてみると，収入では予算額 ５億４４５万１千円に

対して，決算額 ５億７４０万円（対予算比 １００.６％）で ２９４万９千円の増加となっており，

支出では，予算額 ５億５,７９８万９千円に対して，決算額が ５億４,５７４万８千円（執行率

－ １２ －



（１） 収益について （ 資料 ３ 参照 ）

（２） 費用について （ 資料 ３ 参照 ）

当年度の総収益は ４億８,６２７万９千円で，前年度に比較して １億４,４７２万６千円

減少しているが，営業収益が １億４,１５４万６千円（４１.５％），営業外収益が ３１８万７千円

営業外収益が増加した要因は，受取利息が ３万３千円（１０.２％）減少したものの，雑収益

が ３１５万１千円（１２３２.４％），負担金が６万９千円 （皆増）増加したことによるものである。

によるものである。

特別利益が減少した要因は，過年度損益修正益が ７千円（皆減）減少したことによるもの

である。

営業外費用が減少した主な要因は，支払利息が １,１６７万９千円（６.７％）減少したこと等

３． 経 営 成 績 （ 損 益 計 算 書 ）

しているが，営業費用が １,４１８万７千円（４.１％）増加している。

当年度の総費用は ５億２,４９７万７千円で，前年度と比較して １９５万６千円（０.４％）増加

している。これを科目別に前年度と比較すると，営業外費用が １,２２３万１千円(７.０％）減少

（４２.４％）増加している。これを科目別に前年度と比較すると， 特別利益が ７千円（皆減）

（５５０.２％）増加している。

営業収益が増加した主な要因は，給水収益が １億４,１５４万６千円（４１.５％）増加した

ことによるものである。

－ １３ －

によるものである。

営業費用が増加した主な要因は，減価償却費が １２６万４千円（０.６％）減少したが，原水

及び送水費が ８７６万２千円（２３.０％），総係費が ４６２万円（７.６％），給配水費が ２０１万

１千円（１１.４％）それぞれ増加したこと等によるものである。

欠損金は，７億５,８８０万４千円となっている。

当年度純損失は，前年度末繰越欠損金 ７億２,０１０万６千円と合算され，当年度未処理

収支は大幅に改善されつつあるが，総収益が総費用を上回る状況にはなっていない。

なお，前年度は １億８,１４６万８千円，前々年度は ２億７６０万円 の純損失となっていた。

（３） 損益について （ 資料 ３ 参照 ）

総収益 ４億８,６２７万９千円，総費用 ５億２,４９７万７千円で，差し引き ３,８６９万８千円の

純損失となっている。

この主な要因は，前年度と比較して総収益が大幅に増加しているが，総費用も増加しており，

－ １３ －



有収水量

職 員 数

営業収益

職 員 数

4 7

47,324

（４） 生産性について

     職員 １人当たりの給水量は，３７４万９千㎥で前年度に比較して １８万４千㎥（４.７％） 

減少している。

職員 １人当たりの営業収益は，１億２,０６２万８千円で前年度と比較して ３,５３８万６千円

（４１.５％）増加している。

職員 1人当たりの給水量等の推移は， 第 １０ 表のとおりである。

第 １０ 表 職員１人当たりの給水量等の推移

4

職員 １人当たりの営業収益

5 6

120,628 85,242 72,205 56,763

3,749

２０年度 １９年度

千㎥

千円

職 員 数

人

職員 １人当たりの給水量

年 度

項 目
１８年度

2,342 2,044

１７年度 １６年度

3,933 2,911

－ １４ －

4

ものの，費用が ０.４％増加したことによるものである。

昨年と比較すると，供給単価が大幅に伸びており，供給単価と給水原価の差が少なく

なっている。

     上がっているため， １㎥給水するごとに ２円８４銭の販売損となっている。

供給単価の増加は，前年度と比較して有収水量が ４.７％減少したものの，給水収益が

４１.５％増加したことによるものであり，給水原価の増加は，有収水量が ４.７％減少した

7

（４８.５％）上がっている。給水原価は ３５円０１銭で，前年度と比較して １円７６銭（５.３％）

4 5 6

（５） 供給単価及び給水原価

     当年度における １㎥当たりの供給単価は ３２円１７銭で，前年度と比較して １０円５０銭

（注） 職員数は， 損益勘定職員数である。

人

－ １４ －



32.17 21.67 23.51 24.22 23.15

35.01 33.25 37.17 40.49 40.71

△ 2.84 △ 11.58 △ 13.66 △ 16.27 △ 17.56

0.26 0.05 1.33 0.67 0.11

△ 2.58 △ 11.53 △ 12.33 △ 15.60 △ 17.45

給 水 収 益

有 収 水 量

（ Ａ － Ｂ ＋ Ｃ ）

給水原価 ＝
有 収 水 量

(注） 供給単価 ＝
費 用

その他の収益 ＝

１９年度

（Ｂ）

供 給 単 価

給 水 原 価

収 益 － 給 水 収 益

有 収 水 量

（Ａ）

販 売 益 Δ 損 （Ａ－Ｂ）

（Ｃ）そ の 他 の 収 益

１６年度

給水原価等の推移及び工業用水道事業原価分析表は，第１１表及び第１２表のとおり

である。

項 目

年 度

第 １１ 表 給水原価等の推移

（単位：円）

２０年度 １８年度 １７年度

－ １５ －

費用 ＝ 経常費用 － （受託工事費 ＋ 附帯事業費 ＋ 材料及び不用品売却原価）

収益 ＝ 総収益 － （受託工事収益 ＋ 材料及び不用品売却収入）

－ １５ －



その他給水収益総係費

減価償却費
126,000円

計295,913,477円

65,773,964円

221,857,958円

給 水 原 価配 水 総 原 価

362,539,804円

業務費

収 益

486,278,525円

（ 営 業 費 用 ）
配 水 原 価

524,976,976円

販 売 損 失
42,590,849円

販 売 額

(給水収益)162,437,172円

給水収益
482,386,127円8,281,555円

第 １２ 表 工業用水道事業原価分析表

482,386,127円営 業 外 費 用

524,976,976円

営業外収益
3,766,398円

－ １６ －

直接配水原価
66,626,327円

原水及び送水費

４円３０銭
（１㎥当たり単価）

配水量 ( 15,478,290㎥ ） に対し

３２円４３銭

46,911,869円
給配水費

19,714,458円

計66,626,327円

３３円９２銭

有収水量 （ 14,995,588㎥ ） に対し

３５円０１銭 ３２円１７銭２３円４２銭

－ １６ －



未収金の状況は， 第 １３ 表のとおりである。

第 １３ 表 未収金の状況

（単位：円）

２,１８６万円（９４.２％）増加したことによるものである。

次に資産の構成を見ると，固定資産 ９７.９％（前年度 ９８.５％），流動資産 ２.１％

（前年度 １.５％）となっている。

流動資産の中の未収金は， ４,５０５万８千円で，主に工業用水道料金 ４,４８０万５千円

で，前年度と比較して ２,１８６万円（９４.２％）増加している。

流動資産が増加した要因は，現金預金が ４,０２９万３千円（２７.３％）増加し，未収金が

４． 財 政 状 態 （ 貸 借 対 照 表 ）

（１） 資産について （ 資料 ６ 参照 ）

当年度の資産は，１１０億４,２４５万４千円で，その内訳は，固定資産が １０８億８９８万

７千円，流動資産が ２億３,３４６万７千円であり，これらを前年度と比較すると，固定資産が

２億１,４８５万８千円（１.９％）減少しているが，流動資産が ６,２１２万３千円（３６.３％）増加

している。

固定資産が減少した要因は，無形固定資産が １億２,９３８万９千円（２.１％）減少し，

有形固定資産が ８,５４６万９千円（１.８％）減少したことによるものである。

－ １７ －

過年度分（１９年度） 23,197,693 0 23,197,693 0 0

２ ０年度分 0 710,416,044 665,358,395 0 45,057,649

23,197,693 710,416,044 688,556,088 0 45,057,649

不納欠損額 期末現在高

（単位：円）

計

区 分 期首現在高 当年度発生額 当年度収入額

－ １７ －



② 自己資本構成比率

自己資本構成比率は，総資本に対する自己資本の割合を示すものであり，事業の安定

のためには比率は高いことが好ましいが，当年度は ３６.１％で，前年度（３５.９％）と比較

して ０.２％増加している。

（３） 財務分析

① 固定資産構成比率

固定資産構成比率は，総資産の中で，固定資産の占める割合を示すものであり，一般

に公益事業においてはこの比率が高いが，この比率は低いことが好ましいとされており，

当年度は ９７.９％で，前年度（９８.５％）と比較して ０.６％減少している。

（２） 負債及び資本について ( 資料 ６ 参照 ）

当年度の負債は，８億８,３３１万２千円で，前年度と比較して ２億１,４７０万４千円（３２.１％）

増加している。この要因は，企業債が ２億２４０万円(皆増）増加し，未払金が １,２２８万

資本は，１０１億５,９１４万２千円で，これを前年度と比較すると ３億６,７４３万９千円

（３.５％）減少している。この要因は，資本金が ３億２,９３５万６千円（３.５％），剰余金が

３,８０８万２千円（３.３％）それぞれ減少したことによるものである。

９千円（１５７.９％）増加したことよるものである。

－ １８ －

の支払能力がどういう状態にあるかを示すもので，この比率が高いほど債務の支払いに

十分な流動資産をもつことになり，通常 ２００％以上なら安定とされている。

豊富で支払い能力があるとされ，一般には，１００％以上であることが要求されている。

当年度は １,１１３.５％で，前年度（１,９８３.０％）より下回っている。

④ 当座比率（酸性試験比率）

当座比率は， 流動負債に対する現金預金に未収金を加えた額の割合を示すもので，

流動比率よりも当面の支払い能力をみるものである。この比率が高いほど運転資金が

これは，未払金が大きく増加したことによるものである。

当年度は １,１１６.４％で，前年度（１,９９０.３％）より下回っている。

③ 流動比率

流動比率は，流動負債に対する流動資産の割合で，事業の安定性をみるうえで，企業

して ０.２％増加している。

－ １８ －



総収支比率は，総費用が総収益で賄われているかをみるもので，この比率が１００％

区 分 ２０年度 １９年度 １８年度 １７年度 １６年度

固定資産構成比率 97.9 98.5 98.7 98.5 97.3

自己資本構成比率 36.1 35.9 36.9 37.9 37.9

流 動 比 率 1,116.4 1,990.3 1,715.3 231.6 1,419.2

⑤ 総収支比率 （ 総収益対総費用比率 ）

⑥ 企業債償還元金対減価償却額比率

以上で大きいほど好ましいとされている。

これは，企業債償還元金の増加によるものである。

当年度は ９２.６％で，前年度（６５.３％）と比較して ２７.３％と大幅に増加している。

企業債償還元金対減価償却額比率は， 企業債償還元金と減価償却費の割合をみる

もので，比率が小さいほど好ましいとされている。

当年度は １４８.５％で，前年度（１４１.５％）と比較して ７.０％増加している。

主な財務比率の推移は，第１４表のとおりである。

第 １４ 表 主な財務比率の推移

（単位：％）

－ １９ －

流 動 比 率 1,116.4 1,990.3 1,715.3 231.6 1,419.2

当 座 比 率 1,113.5 1,983.0 1,707.9 230.4 1,388.1

総 収 支 比 率 92.6 65.3 63.5 61.5 57.1

企業債償還元金対減価償却額比率 148.5 141.5 130.6 116.7 103.4

５． 建 設 投 資

設計基本検討業務に伴う測量 ３００万円である。

増加している。

建設改良事業は，配水管施設改良設計基本検討業務 ４００万円，配水管施設改良

当年度における建設改良費は ７００万円で，前年度と比較して ４９０万円（１３３.３％）

－ １９ －



人 29,346 29,576 △ 230 99.2

１． 業 務 状 況

    １７７,６５７㎥（５.２％）減少している。

有収水量について用途別の構成比を前年度と比較すると，家事用 ７６.０％ （前年比

（１） 処理状況について

行政区域内人口の減少により普及率は ０.２％増加している。

    これを前年度と比較すると，処理水量は １０７,０１０㎥（１.５％）増加しているが，有収水量は 

対 前 年 度 比 較年 度

Ⅲ 公 共 下 水 道 事 業 会 計

２ ０ 年 度 １ ９ 年 度
増 △ 減 比 率 （％）

単 位

     当年度における年間総処理水量は ７,４５４,８００㎥，年間有収水量は ３,２６３,０７１㎥で

当年度末における処理区域内人口は ２７,４６６人で，前年度に比較して １５２人減少したが，

区 分

用途はいずれも減少している。

９５.８％），業務用 １９.４％ （前年比 ９４.９％），工場用 ４.６％ （前年比 ８５.６％）と主な

第 １５ 表 業務状況比較表

業務状況の前年度との比較表は， 第 １５ 表のとおりである。

行政区域内人口 （Ａ）

－ ２０ －

人 29,346 29,576 △ 230 99.2

人 27,466 27,618 △ 152 99.4

人 27,351 27,472 △ 121 99.6

％ 93.6 93.4 0.2 100.2

％ 99.6 99.5 0.1 100.1

 ㎥ 7,454,800 7,347,790 107,010 101.5

 ㎥／日 32,670 24,170 8,500 135.2

 ㎥／日 39,060 36,230 2,830 107.8

 ㎥／日 19,736 19,667 69 100.4

 ㎥ 3,263,071 3,440,728 △ 177,657 94.8

人 10 14 △ 4 71.4

年 間 有 収 水 量

職 員 数

年 間 総 処 理 水 量

（２) 施設の利用状況について

雨天時

現在晴天時平均処理水量

現在最大
処理水量

晴天時

現在晴天時平均処理水量

施設の利用状況を示す施設利用率（晴天時）は ６０.４％で，前年度（８１.４％）を２１.０％

下回っている。

現在晴天時最大処理水量
施設利用率 ＝ × １００

区域内水洗化率（Ｃ／Ｂ）

人口普及率 （Ｂ／Ａ）

行政区域内人口 （Ａ）

下水道接続人口 （Ｃ）

処理区域内人口 （Ｂ）

－ ２０ －



１億２,９９８万円，負担金 ６,５６８万３千円，固定資産売却代金 ２万２千円で，不足額が

３． 経 営 成 績 （ 損 益 計 算 書 ）

当年度の総収益は，８億１,３３２万８千円で，前年度に比較して ４,４１２万６千円（５.１％）

収支調整額 １,２１３万円，過年度分損益勘定留保資金 ２,１２１万１千円，当年度分損益

（２） 資本的収入及び支出について （ 資料 ２ 参照 ）

資本的支出額 ６億６４８万７千円に対する財源は，企業債 ２億１,０４０万円，補助金

で不用額 ８,７１９万１千円（対予算比 １２.６％）を生じている。

（１） 収益について （ 資料 ４ 参照 ）

減少している。これを科目別に前年度と比較すると，営業外収益が ２２６万１千円（３.７％），

勘定留保資金 １億６,７０６万１千円で補填している。

対して，決算額 ４億６０８万５千円（対予算比 ８１.４％）で ９,２５４万８千円の減少となっており，

資本的収支の予算執行状況についてみると，収入では予算額 ４億９,８６３万３千円に

２億４０万２千円となっている。この不足額は，当年度分消費税及び地方消費税資本的

２． 予 算 の 執 行 状 況

に対して，決算額 ８億３,９２７万１千円（対予算比 ９３.８％）で ５,５７０万７千円の減少と

なっており，支出では予算額 ８億９,２８８万２千円に対して，決算額 ７億９,５９６万８千円

（執行率 ８９.１％）で不用額 ９,６９１万４千円（対予算比 １０.９％）を生じている。

（１） 収益的収入及び支出について （ 資料 ２ 参照 ）

収益的収支の予算執行状況についてみると，収入では予算額 ８億９,４９７万８千円

支出では予算額 ６億９,３６７万８千円に対して，決算額 ６億６４８万７千円（執行率 ８７.４％）

－ ２１ －

によるものである。

他会計負担金が １,３６６万６千円（２８.８％）増加したこと等によるものである。

特別利益が増加した要因は，固定資産売却益が ７千円（皆減）減少したが，過年度損益

減少している。これを科目別に前年度と比較すると，特別損失が ９２万８千円（９３.４％）増加

修正益が ８５万１千円（３,２１５.６％）増加したことによるものである。

営業費用が減少した主な要因は，ポンプ場費が １,８１３万６千円（２５.８％）増加したが，

処理場費が ３,０６１万７千円（１３.３％），減価償却費が ９５０万６千円（３.８％）減少したこと等

営業外収益が増加した主な要因は，雑収益が １,１５５万４千円（８３.５％）減少したが，

しているが，営業外費用が ３,７０２万２千円（１９.２％），営業費用が １,９８３万５千円（３.１％）

減少している。

当年度の総費用は，７億７,４８０万１千円で，前年度に比較して ５,５９２万９千円（６.７％）

（２） 費用について （ 資料 ４ 参照 ）

営業外費用が減少した主な要因は，支払利息が ４,２２７万１千円（２２.１％）減少したこと等

によるものである。

使用料が １,９８１万５千円（３.７％）減少したこと等によるものである。

特別利益が ８４万５千円（２,５４４.０％）増加しているが，営業収益が ４,７２３万２千円（５.９％）

減少している。

営業収益が減少した主な要因は，一般会計負担金が ２,２７１万１千円（１１.２％），下水道

減少している。これを科目別に前年度と比較すると，営業外収益が ２２６万１千円（３.７％），

－ ２１ －



（３） 損益について （ 資料 ４ 参照 ）

総収益 ８億１,３３２万８千円から総費用 ７億７,４８０万１千円を差し引いた当年度純

利益は ３,８５２万７千円となっている。

（４） 生産性について

この主な要因は，前年度と比較して総収益が減少しているが，総費用もそれを上回っ

て減少しており，結果として ３,８５２万７千円の利益を生じている。

なお，前年度は ２,６７２万４千円の純利益となっていた。

当年度純利益は，前年度繰越利益剰余金 ６０６万８千円と合算され，当年度未処分

利益剰余金は ４,４５９万４千円となっている。

      職員 １人当たりの総処理水量は，７４５,４８０㎥（前年度は ６１２,３１６㎥）である。    

職員 １人当たりの営業収益は，７,４８７万５千円（前年度は ６,６３３万２千円）である。

（注） 職員数は， 損益勘定職員数である。（職員数は１０名）

処理原価等の推移及び公共下水道事業原価分析表は， 第 １６ 表及び第 １７ 表のとおり

である。

（５） 処理単価及び処理原価

     当年度における １㎥当たりの処理単価は １００円４４銭で，処理原価は１０３円６８銭と

     なっており，１㎥処理するごとに ３円２４銭の損失を生じているが，前年度に比べ損失は

減少している。

－ ２２ －

100.44 108.33 106.89

103.68 112.92 112.28

△ 3.24 △ 4.59 △ 5.39

8.54 8.36 2.83

5.30 3.77 △ 2.56

その他の収益 ＝
営業外収益

総処理水量

費 用

総処理水量

（Ｃ）

（ Ａ － Ｂ ＋ Ｃ ）

そ の 他 の 収 益

営業収益
(注） 処理単価 ＝

総処理水量

※公共下水道事業は，平成１８年度より企業会計に移行したため，平成１７年度以前の数値は記載していない。

１９年度

処理原価 ＝

処 理 単 価 （Ａ）

（Ｂ）

益 Δ 損 （Ａ－Ｂ）

２０年度
項 目

第 １６ 表 処理原価等の推移

処 理 原 価

（単位：円）

１８年度 １７年度 １６年度
年 度

－ ２２ －



（注） 原価の算出にあたっては， 特別損失を除外した。

179,748,152円

10,284,865円

51,991,494円

一般会計負担金
179,748,152円

計302,730,669円

616,859,235円

処 理 費 用

（ 営 業 費 用 ）

242,284,479円

27,597,003円
減価償却費

資産減耗費

第 １７ 表 公共下水道事業原価分析表

772,879,224円
処 理 総 費 用

156,019,989円

営 業 外 費 用

処 理 原 価
772,879,224円

（特別利益 877,749円を除く）

総係費

業務費
22,564,322円

51,991,494円

直接処理費用

63,699,399円

損 失
24,128,309円

下水道使用料 下水道使用料

一般会計負担金

その他営業収益 その他営業収益

812,450,314円

収 益

営業外収益

－ ２３ －

計302,730,669円

１０３円６８銭１０３円６８銭 １００円４４銭１０８円９８銭

計748,750,915円
営業収益

８２円７５銭４２円1４銭

総処理水量 ( 7,454,800㎥ ） に対し

計314,128,566円

88,464,395円
ポンプ場費

198,892,147円

517,011,269円517,011,269円

処理場費

直接処理費用
314,128,566円

管渠費
26,772,024円

下水道使用料 下水道使用料

－ ２３ －



（単位：円）

繰延勘定が減少した要因は，開発費が１４０万円（２４.３％）減少したことによるものである。

である。

未収金の主なものは，下水道料金 １億２７０万２千円，その他未収金 ２,５６６万１千円等

次に資産の構成を見ると，固定資産 ９５.８％(前年度 ９６.３％），流動資産 ４.２％(前年度

比較すると，固定資産が １,００２万４千円（０.１％），流動資産が ６,６４３万４千円（１５.６％）

増加しているが，繰延勘定は １４０万（２４.３％）減少している。

３.６％） ，繰延勘定 ０.０％（前年度 ０.１％）となっている。

固定資産が １,１２６万１千円（０.１％）増加したことによるものである。

固定資産が増加した要因は，無形固定資産が １２３万７千円（１．８％）減少したが，有形

流動資産が増加した主な要因は，現金預金が ６,２３７万７千円（２２.９％），未収金が

４０８万６千円（２.７％）増加したことによるものである。

当年度発生額 当年度収入額 不納欠損額 期末現在高

４． 財 政 状 態 （ 貸 借 対 照 表 ）

（１） 資産について （ 資料 ７ 参照 ）

当年度の資産は，１１８億２,８９９万２千円で，その内訳は固定資産が １１３億３,３３１万

９千円， 流動資産が ４億９,１３１万３千円，繰延勘定が ４３６万円である。 これらを前年と

未収金の状況は， 第 １８ 表のとおりである。

区 分 期首現在高

第 １８ 表 未収金の状況

流動資産の現金預金は ３億３,４７４万７千円，未収金は １億５,６２６万６千円である。

－ ２４ －

過年度分（１８年度以前） 3,843,623 150,197 2,685,551 0 1,308,269

過年度分（１９年度） 148,336,063 0 147,245,694 0 1,090,369

２ ０ 年 度 分 1,245,205,548 1,091,338,202 0 153,867,346

152,179,686 1,245,355,745 1,241,269,447 0 156,265,984

① 固定資産構成比率

（３） 財務分析

当年度の負債は，４億９,２９５万６千円で，前年度と比較して ５,６６２万７千円（１３.０％）

資本は，１１３億３,６０３万６千円で，これを前年度と比較すると １,８４３万１千円（０.２％）

増加している。 この要因は，流動負債が ４,５６０万６千円（１４.４％）減少したが，固定負債

増加している。 この要因は，資本金が ２億１,０９８万５千円（４.９％）減少したが，剰余金が

２億２,９４１万７千円（３.３％）増加したことによるものである。

が １億２２３万３千円（８５.７％）増加したことによるものである。

固定資産構成比率は， 総資産の中で固定資産の占める割合を示すものであり，一般

に公益事業においてはこの比率が高いが， この比率は低いことが望ましいとされており，

当年度は ９５.８％で，前年度(９６.３％）と比較して ０.５％減少している。

（２） 負債及び資本について ( 資料 ７ 参照 ）

計

－ ２４ －



② 自己資本構成比率

自己資本構成比率は，総資本に対する自己資本の割合を示すものであり，事業の安定

のためには比率は高いことが望ましいとされており，当年度は ６１.２％で，前年度（５９.６％）

と比較して １.６％増加している。

③ 流動比率

流動比率は，流動負債に対する流動資産の割合で，事業の安定性を見るうえで企業

の支払能力がどういう状態にあるかを示すもので，この比率が高いほど債務の支払いに

十分な流動資産をもつことになり， 通常２００％以上なら安定とされている。

当年度は １８１.０％で，前年度（１３４.０％）を大きく上回っている。

④ 当座比率 （ 酸性試験比率 ）

当座比率は，流動負債に対する現金預金に未収金を加えた額の割合を示すもので，

流動比率よりも当面の支払い能力をみるものである。この比率が高いほど運転資金が

豊富で支払い能力があるとされ，一般には，１００％以上であることが要求されている。

当年度は １８０.９％で，前年度（１３３.９％）を大きく上回っている。

⑤ 総収支比率 （ 総収益対総費用比率 ）

総収支比率は， 総費用が総収益で賄われているかをみるもので，この比率が１００％

以上で大きいほど好ましいとされている。

当年度は １０５.０％で，前年度（１０３.２％）と比較して １.８％増加している。

⑥ 企業債償還元金対減価償却額比率

企業債償還元金対減価償却額比率は， 企業債償還元金と減価償却費の割合をみる

もので，比率が小さいほど好ましいとされている。

－ ２５ －

（単位：％）

区 分 ２０年度 １９年度 １８年度 １７年度 １６年度

固定資産構成比率 95.8 96.3 98.4

自己資本構成比率 61.2 59.6 58.7

流 動 比 率 181.0 134.0 79.0

当 座 比 率 180.9 133.9 78.8

総 収 支 比 率 105.0 103.2 97.7
企業債償還元金対減価償却額比率 137.5 122.4 126.9

※公共下水道事業は，平成１８年度より企業会計に移行したため，平成１７年度以前の数値は記載していない。

当年度は １３７.５％で，前年度（１２２.４％）を上回っている。

主な財務比率の推移は，第１９表のとおりである。

第 １９ 表 主な財務比率の推移

設備改築更新工事（その２） ５,５８０万円等である。

５． 建 設 投 資

当年度における建設改良費は ２億６,００３万４千円で，前年度と比較して ３億１,０８９万

１千円（５４．５％）減少している。

建設改良事業の主なものは，大竹下水処理場電気設備改築更新工事（その１）

７,４００万円，合流改善雨水滞水池設置（杭基礎）工事 ６,７５０万円，大竹下水処理場電気

－ ２５ －



営業収益が ４,７６８万４千円上回っており，営業外収支においても ２３１万６千円の利益が

に引き続き黒字決算となっている。

また，総費用が総収益で賄われているかをみる指数，総収支比率は １０９.７％で前年度

また，下水道事業会計は，平成１８年度は赤字決算となっていたが，平成２０年度は前年度

発生している。

     その結果，給水原価は １㎥当たり １３２円４７銭となり，これに対して供給単価は １３１円

１億５,８６７万１千円の損失が発生している。

なっている。

Ⅳ む す び

その内容は，営業収益が ５億８０９万４千円に対し，営業費用は ４億６,０４１万円で，

営業収支においては １億１,９９７万２千円の利益が発生しているが，営業外収支においては

より ０.１％減少している。

一方，工業用水道事業の経営状況については，３,８６９万８千円の赤字決算となった。

事業会計においては前年度に引き続き赤字決算となっている。

    ６３銭で差額の ８４銭が １㎥当たりの販売損となっているが，営業外収益等により黒字決算と

初めに，水道事業の経営状況については，４,７２８万４千円の黒字決算となっている。

その内容は， 営業収益が ４億８,２５１万２千円に対し，営業費用は ３億６,２５４万円で，

水道事業会計においては，平成２０年度は７年連続の黒字決算であったが，工業用水道

－ ２６ －

また，いわゆる地方財政健全化法の成立により公営企業会計にも「資金不足比率」や

営業収支において １億３,１８９万２千円の利益が発生しているが，営業外収支においては

提供することにより重要な役割を果たしているが，社会経済情勢の変化に伴う住民意識の多様

以上が，審査の概要である。

３円２４銭の販売損となっているが，営業外収益により黒字決算となっている。

また，収益率を表す総収支比率は １０５.０％で前年度より １.８％増加している。

地方公営企業は，地域住民の生活や地域の発展に必要な社会資本を整備し，サービスを

      その結果，給水原価は １㎥当たり ３５円０１銭となり，これに対して供給単価は ３２円１７銭で 

２円８４銭の販売損となっている。

化や，少子高齢社会の進展に伴う人口の減少等によりその経営環境は厳しいものがある。

      その結果，処理原価は １㎥当たり １０３円６８銭となり，これに対して処理単価は １００円４４銭で 

公共下水道事業の経営状況においては，３,８５２万７千円の黒字決算となった。

その内容は，営業収益が ７億４,８７５万１千円に対し，営業費用は ６億１,６８５万９千円で，

９,２３２万１千円の損失が発生している。

また，収益率を表す総収支比率は ９２.６％で前年度より ２７.３％増加し，大幅に改善されている。

－ ２６ －



には経営健全化計画の策定が義務づけられることとなった。

「連結実質赤字比率」等が規定され，数値の公表が求められるとともに，一定の比率以上の場合

に寄与し，あわせて公共用水域の水質の保全のために公共下水道事業の推進を積極的に図られ

ることを要望する。

活動に欠かせない安定した工業用水の供給を図るとともに，地域の健全な発達と公衆衛生の向上

こうした状況によりこれまで以上に透明性の高い企業経営が求められているが，一方，各事業

の基幹設備においては老朽化が進んでおり，長期的な視野にたっての設備更新が必要となって

いる。多角的な視野で経営分析され，長期にわたり安定的に事業が経営できるような体制の確立

に努められるとともに，住民福祉の増進を念頭に，低廉で安全かつ良質な水の安定供給，企業

－ ２７ －－ ２７ －





審 査 資 料

- 29 -



予算額の 予算額に 予 算 額 と

各総額に 対 す る 決 算 額 と の

対 す る 決算額の 比 較
割 合 割 合 Ⓑ    -    Ⓐ

円 ％ 円 ％
566,768,000 100.0 562,161,467 99.2

①営 業 収 益 534,957,000 94.4 533,337,204 99.7
②営 業 外 収 益 31,810,000 5.6 28,784,773 90.5
③特 別 利 益 1,000 0.0 39,490 3,949.0

566,768,000 100.0 562,161,467 99.2

円 ％ 円 ％

157,310,000 100.0 99,469,080 63.2

（地方公営企業法第２６条の規定に
よる繰越額に係る財源充当額）

55,380,000

① 企 業 債 117,500,000 74.7 68,800,000 58.6

（地方公営企業法第２６条の規定に
よる繰越額に係る財源充当額）

24,400,000

② 負 担 金 35,389,000 22.5 26,220,350 74.1

（地方公営企業法第２６条の規定に
よる繰越額に係る財源充当額）

円

１．資 本 的 収 入

△ 48,700,000

△ 9,168,650

予 算 決 算 対

△ 4,606,533

△ 57,840,920

円

△ 3,025,227

決 算 額

△ 4,606,533

38,490

△ 1,619,796

区 分

款 項 別
Ⓑ

１．上水道事業収益

収 益 的 収 入 計

水

道

事

予 算 額

Ⓐ

－ 30 －

よる繰越額に係る財源充当額）

30,980,000

③ 補 助 金 4,410,000 2.8 4,410,730 100.0

④ 固定資産売却代金 11,000 0.0 38,000 345.5

円 ％ 円 ％

504,451,000 100.0 507,400,004 100.6
① 営 業 収 益 504,157,000 99.9 506,631,384 100.5
② 営 業 外 収 益 293,000 0.1 768,620 262.3
③ 特 別 利 益 1,000 0.0 0 0.0

504,451,000 100.0 507,400,004 100.6

円 ％ 円 ％
217,016,000 100.0 203,016,000 93.5

①企 業 債 216,400,000 99.7 202,400,000 93.5
②負 担 金 616,000 0.3 616,000 100.0

27,000

資 本 的 収 入 計 93.5100.0

資 本 的 収 入 計

円

157,310,000 99,469,080 63.2

△ 1,000

2,474,384

730

収 益 的 収 入 計

0

475,620

100.0 △ 57,840,920

2,949,004

工

業

用

水

道

事

業

１．工業用水道事業収益

2,949,004

１．資 本 的 収 入
△ 14,000,000

△ 14,000,000217,016,000 203,016,000

業

△ 14,000,000
円

－ 30 －



資料 １

予算額の 予算額に

各総額に 対 す る

対 す る 決算額の
割 合 割 合

円 ％ 円 ％
531,744,000 100.0 510,175,346 95.9

① 営 業 費 用 492,402,000 92.6 471,383,882 95.7
② 営 業 外 費 用 36,008,243 6.8 36,007,043 100.0
③ 特 別 損 失 2,785,421 0.5 2,784,421 100.0
④ 予 備 費 548,336 0.1 0 0.0

531,744,000 100.0 510,175,346 95.9

円 ％ 円 ％

236,850,000 100.0 179,255,366 75.7
（地方公営企業法第２６
条の規定による繰越額）

（地方公営企業法第２６
条の規定による繰越額）

(42,259,634)

73,000,000 15,335,000

① 建 設 改 良 費 180,618,000 76.3 124,022,778 68.7
（地方公営企業法第２６
条の規定による繰越額）

（地方公営企業法第２６
条の規定による繰越額）

(41,260,222)

73,000,000 15,335,000

② 企 業 債 償 還 金 55,232,588 23.3 55,232,588 100.0

円

57,594,634

1,000
548,336

21,568,654

円
21,568,654
21,018,118

1,200

予 算 額 と

決 算 額 と の

比 較

Ⓐ    -    Ⓑ

決 算 額

Ⓑ

予 算 額

Ⓐ

算対 照 表

１．上水道事業費用

収 益 的 支 出 計

款 項 別

区 分

56,595,222

0

１．資 本 的 支 出

－ 31 －

③ 予 備 費 999,412 0.4 0 0.0

57,594,634

(42,259,634)

円 ％ 円 ％

557,989,000 100.0 545,748,455 97.8
① 営 業 費 用 378,754,000 67.8 366,863,983 96.9
② 営 業 外 費 用 178,884,472 32.1 178,884,472 100.0
③ 特 別 損 失 1,000 0.0 0 0.0
④ 予 備 費 349,528 0.1 0 0.0

557,989,000 100.0 545,748,455 97.8

円 ％ 円 ％
345,357,000 100.0 336,706,079 97.5

① 建 設 改 良 費 15,000,000 4.3 7,350,000 49.0
② 企 業 債 償 還 金 329,357,000 95.4 329,356,079 100.0
③ 予 備 費 1,000,000 0.3 0 0.0

100.0

収 益 的 支 出 計

336,706,079 97.5

円

円
8,650,921
7,650,000

8,650,921

100.0 179,255,366 75.7236,850,000資 本 的 支 出 計

資 本 的 支 出 計 345,357,000

１．資 本 的 支 出

１．工業用水道事業費用

12,240,545

12,240,545
11,890,017

0
1,000

349,528

999,412

921
1,000,000

－ 31 －



予算額の 予算額に 予 算 額 と

各総額に 対 す る 決 算 額 と の

対 す る 決算額の 比 較
割 合 割 合 Ⓑ    -    Ⓐ

円 ％ 円 ％

894,978,000 100.0 839,270,755 93.8

①営 業 収 益 828,106,000 92.5 774,601,503 93.5

②営 業 外 収 益 66,871,000 7.5 63,791,503 95.4

③特 別 利 益 1,000 0.0 877,749 87,774.9

894,978,000 100.0 839,270,755 93.8

円 ％ 円 ％

498,633,000 100.0 406,084,990 81.4

① 企 業 債 252,200,000 50.6 210,400,000 83.4

② 補 助 金 169,500,000 34.0 129,980,000 76.7

区 分
予 算 額 決 算 額

Ⓐ Ⓑ
款 項 別

公

共

下

水

道

事

876,749

１．下水道事業収益 △ 55,707,245

円

△ 92,548,010

△ 41,800,000

△ 39,520,000

予 算 決 算 対

１．資 本 的 収 入

収 益 的 収 入 計 △ 55,707,245

△ 3,079,497

円

△ 53,504,497

－ 32 －

③ 負 担 金 76,745,000 15.4 65,682,789 85.6

④水洗化貸付金回収金 165,000 0.0 0 0.0

⑤ 固定資産売却代金 23,000 0.0 22,201 96.5

業

△ 799

資 本 的 収 入 計 498,633,000 100.0 406,084,990 81.4 △ 92,548,010

△ 165,000

△ 11,062,211

－ 32 －



資料 ２

予算額の 予算額に

各総額に 対 す る

対 す る 決算額の
割 合 割 合

円 ％ 円 ％

892,882,000 100.0 795,968,367 89.1

① 営 業 費 用 717,118,000 80.4 629,215,809 87.7

② 営 業 外 費 用 170,762,000 19.1 164,734,477 96.5

③ 特 別 損 失 4,002,000 0.4 2,018,081 50.4

④ 予 備 費 1,000,000 0.1 0 0.0

892,882,000 100.0 795,968,367 89.1

円 ％ 円 ％

693,678,000 100.0 606,486,668 87.4
（地方公営企業法第２６
条の規定による繰越額）

(9,862,332)

77,329,000

① 建 設 改 良 費 357,763,000 51.6 272,164,392 76.1
（地方公営企業法第２６
条の規定による繰越額）

(8,269,608)

77,329,000

② 企 業 債 償 還 金 333,085,276 48.0 333,085,276 100.0

区 分
予 算 額 決 算 額

款 項 別
Ⓐ Ⓑ

収 益 的 支 出 計 96,913,633

87,191,332

1,983,919

1,000,000

１．下水道事業費用 96,913,633

１．資 本 的 支 出

算対 照 表

0

85,598,608

6,027,523

予 算 額 と

比 較

円

Ⓐ    -    Ⓑ

円

決 算 額 と の

87,902,191

－ 33 －

③ 庁舎建設負担金 1,237,000 0.2 1,237,000 100.0

④ 水 洗 化 貸 付 金 600,000 0.1 0 0.0

⑤ 予 備 費 992,724 0.1 0 0.0 992,724

100.0 606,486,668693,678,000資 本 的 支 出 計

600,000

0

87.4 87,191,332

－ 33 －



円 ％ 円 ％ 円 ％
460,410,058 94.0 △ 6,662,874 98.6 467,072,932 93.4

原水及び浄水費 168,027,889 34.3 △ 6,061,623 96.5 174,089,512 34.8
給 配 水 費 55,055,418 11.3 △ 3,218,613 94.5 58,274,031 11.7
受 託 工 事 費 0 0.0 0 - 0 0.0
業 務 費 40,456,891 8.3 7,546,546 122.9 32,910,345 6.6
総 係 費 51,991,641 10.6 1,765,739 103.5 50,225,902 10.0
減 価 償 却 費 144,647,486 29.5 △ 6,267,719 95.8 150,915,205 30.2
資 産 減 耗 費 230,733 0.0 △ 426,904 35.1 657,637 0.1
そ の 他 営 業 費用 0 0.0 △ 300 皆減 300 0.0

26,361,351 5.4 △ 6,770,455 79.6 33,131,806 6.6
支 払 利 息 22,281,743 4.6 △ 6,006,263 78.8 28,288,006 5.6
繰 延 勘 定 償 却 3,543,800 0.7 △ 1,300,000 73.2 4,843,800 1.0
雑 支 出 535,808 0.1 535,808 皆増 0 0.0

2,755,513 0.6 2,656,410 2,780.5 99,103 0.0
固定資産売却損 36,623 0.0 36,623 皆増 0 0.0
過年度損益修正損 2,718,890 0.6 2,619,787 2,743.5 99,103 0.0

⑦
⑧

４． 営 業 外 費 用

①
６． 特 別 損 失

水

道

事

業 ②

２． 営 業 費 用

①
②
③

⑤
⑥

科 目 別

①
②
③
④

比 較 損 益 計 算 書

金 額

年 度 別

借 方

構成比
区 別 対 前 年 度

金 額 比 率

平 成 ２ ０ 年 度 平 成 １ ９ 年 度

金 額 構成比

－ 34 －

過年度損益修正損 2,718,890 0.6 2,619,787 2,743.5 99,103 0.0
489,526,922 100.0 △ 10,776,919 97.8 500,303,841 100.0

47,284,452 △ 1,853,863 96.2 49,138,315

536,811,374 100.0 △ 12,630,782 97.7 549,442,156 100.0

円 ％ 円 ％ 円 ％
362,539,804 69.1 14,187,167 104.1 348,352,637 66.6

原水及び送水費 46,911,869 8.9 8,762,443 123.0 38,149,426 7.3
給 配 水 費 19,714,458 3.8 2,011,359 111.4 17,703,099 3.4
受 託 工 事 費 0 0.0 0 - 0 0.0
業 務 費 8,281,555 1.6 56,631 100.7 8,224,924 1.6
総 係 費 65,773,964 12.5 4,620,461 107.6 61,153,503 11.7
減 価 償 却 費 221,857,958 42.3 △ 1,263,727 99.4 223,121,685 42.6
資 産 減 耗 費 0 0.0 0 - 0 0.0
そ の 他 営 業 費用 0 0.0 0 - 0 0.0

162,437,172 30.9 △ 12,230,855 93.0 174,668,027 33.4
支 払 利 息 162,437,172 30.9 △ 11,678,573 93.3 174,115,745 33.3
繰 延 勘 定 償 却 0 0.0 0 - 0 0.0
雑 支 出 0 0.0 △ 552,282 皆減 552,282 0.1

0 0.0 0 - 0 0.0
固定資産売却損 0 0.0 0 - 0 0.0
過年度損益修正損 0 0.0 0 - 0 0.0

524,976,976 100.0 1,956,312 100.4 523,020,664 100.0

△ 38,698,451 142,769,869 21.3 △ 181,468,320

486,278,525 100.0 144,726,181 142.4 341,552,344 100.0

③

⑥

特 別 損 失

⑧

①

⑦

４． 営 業 外 費 用

６．

②
③

業

費 用 計

当 年 度 純 利 益

②

合 計

費 用 計

２． 営 業 費 用

②

④
⑤

①

①
②

工

業

用

水

道

事

業

合 計

当年度純利益（純損失）

－ 34 －



円 ％ 円 ％ 円 ％
508,094,396 94.7 △ 10,960,630 97.9 519,055,026 94.5

給 水 収 益 483,695,513 90.1 △ 13,900,209 97.2 497,595,722 90.6
受 託 工 事 収 益 0 0.0 0 - 0 0.0
そ の 他営業収益 24,398,883 4.6 2,939,579 113.7 21,459,304 3.9

28,677,488 5.3 △ 1,192,282 96.0 29,869,770 5.4
受 取 利 息 2,796,664 0.5 996,522 155.4 1,800,142 0.3
他 会 計 補 助 金 3,829,374 0.7 △ 157,124 96.1 3,986,498 0.7
手 数 料 0 0.0 0 - 0 0.0
負 担 金 21,857,083 4.1 △ 1,662,253 92.9 23,519,336 4.3
雑 収 益 194,367 0.0 △ 369,427 34.5 563,794 0.1

39,490 0.0 △ 477,870 7.6 517,360 0.1
固定資産売却益 0 - 0 - 0 -
過年度損益修正益 39,490 0.0 △ 477,870 7.6 517,360 0.1

②

営 業 収 益

③

比 較 損 益計 算 書

金 額

貸 方

年 度 別

金 額

①
営 業 外 収 益３．

１．

比 率

①

区 別 対 前 年 度

②

資料 ３

金 額
構成比 構成比

科 目 別

①
②

④
⑤

平 成 １ ９ 年 度平 成 ２ ０ 年 度

５． 特 別 利 益

③

－ 35 －

過年度損益修正益 39,490 0.0 △ 477,870 7.6 517,360 0.1
536,811,374 100.0 △ 12,630,782 97.7 549,442,156 100.0

536,811,374 100.0 △ 12,630,782 97.7 549,442,156 100.0

円 ％ 円 ％ 円 ％
482,512,127 99.2 141,545,843 141.5 340,966,284 99.8

給 水 収 益 482,386,127 99.2 141,545,843 141.5 340,840,284 99.8
受 託 工 事 収 益 0 0.0 0 - 0 0.0
そ の 他営業収益 126,000 0.0 0 100.0 126,000 0.0

3,766,398 0.8 3,187,103 650.2 579,295 0.2
受 取 利 息 290,666 0.1 △ 32,954 89.8 323,620 0.1
負 担 金 69,000 0.0 69,000 皆増 0 0.0
雑 収 益 3,406,732 0.7 3,151,057 1,332.4 255,675 0.1

0 0.0 △ 6,765 皆減 6,765 0.0
固定資産売却益 0 0.0 0 - 0 0.0
過年度損益修正益 0 0.0 △ 6,765 皆減 6,765 0.0

486,278,525 100.0 144,726,181 142.4 341,552,344 100.0

486,278,525 100.0 144,726,181 142.4 341,552,344 100.0

合 計

営 業 収 益１．

③
②

３．
①
営 業 外 収 益

収 益 計

②

合 計

５． 特 別 利 益

②

③

①
②
収 益 計

①

－ 35 －



円 ％ 円 ％ 円 ％
616,859,235 79.6 △ 19,835,131 96.9 636,694,366 76.6

管 渠 費 26,772,024 3.4 94,179 100.4 26,677,845 3.2
ポ ン プ 場 費 88,464,395 11.4 18,136,095 125.8 70,328,300 8.5
処 理 場 費 198,892,147 25.7 △ 30,617,277 86.7 229,509,424 27.6
業 務 費 22,564,322 2.9 1,210,683 105.7 21,353,639 2.6
総 係 費 27,597,003 3.6 △ 1,429,555 95.1 29,026,558 3.5
減 価 償 却 費 242,284,479 31.3 △ 9,505,988 96.2 251,790,467 30.3
資 産 減 耗 費 10,284,865 1.3 2,276,732 128.4 8,008,133 0.9

156,019,989 20.2 △ 37,022,407 80.8 193,042,396 23.3
支 払 利 息 149,371,277 19.3 △ 42,271,119 77.9 191,642,396 23.1
雑 支 出 5,248,712 0.7 5,248,712 皆増 0 0.0
繰 延 勘 定 償 却 1,400,000 0.2 0 100.0 1,400,000 0.2

1,921,991 0.2 928,200 193.4 993,791 0.1
固定資産売却損 0 0.0 0 - 0 0.0
過年度損益修正損 1,921,991 0.2 928,200 193.4 993,791 0.1

774,801,215 100.0 △ 55,929,338 93.3 830,730,553 100.0

38,526,848 11,802,977 144.2 26,723,871

科 目 別

年 度 別

借 方

①

比 較 損 益 計 算 書

区 別
金 額

①

金 額 比 率

４．

③

⑦

⑤
⑥

公

共

下

水

道

事

業

２． 営 業 費 用

営 業 外 費 用

②

④

②
③

６． 特 別 損 失
①

費 用 計
当 年 度 純 利 益

②

平 成 ２ ０ 年 度 平 成 １ ９ 年 度

金 額 構成比構成比
対 前 年 度

－ 36 －

38,526,848 11,802,977 144.2 26,723,871

813,328,063 100.0 △ 44,126,361 94.9 857,454,424 100.0

業
当 年 度 純 利 益

合 計

－ 36 －



円 ％ 円 ％ 円 ％
748,750,915 92.1 △ 47,231,731 94.1 795,982,646 92.8

下 水 道 使 用 料 517,011,269 63.6 △ 19,814,779 96.3 536,826,048 62.6
一般会計負担金 179,748,152 22.1 △ 22,711,318 88.8 202,459,470 23.6
そ の 他営業収益 51,991,494 6.4 △ 4,705,634 91.7 56,697,128 6.6

63,699,399 7.8 2,260,819 103.7 61,438,580 7.2
受 取 利 息 353,647 0.0 149,194 173.0 204,453 0.0
他 会 計 負 担 金 61,057,783 7.5 13,665,853 128.8 47,391,930 5.6
雑 収 益 2,287,969 0.3 △ 11,554,228 16.5 13,842,197 1.6

877,749 0.1 844,551 2,644.0 33,198 0.0
固定資産売却益 0 0.0 △ 6,725 皆減 6,725 0.0
過年度損益修正益 877,749 0.1 851,276 3,315.6 26,473 0.0

813,328,063 100.0 △ 44,126,361 94.9 857,454,424 100.0

年 度 別

貸 方

構成比
金 額

②

区 別
金 額

科 目 別

比 較 損 益計 算 書

１．

特 別 利 益

③

③

営 業 収 益
①

３． 営 業 外 収 益

比 率
構成比

対 前 年 度
金 額

①
②

①

収 益 計
②

５．

資料 ４

平 成 ２ ０ 年 度 平 成 １ ９ 年 度

－ 37 －

813,328,063 100.0 △ 44,126,361 94.9 857,454,424 100.0合 計

－ 37 －



円 ％ 円 ％ 円 ％

5,240,134,061 100.0 114,316,251 102.2 5,125,817,810 100.0

１． 4,425,996,171 84.5 △ 28,593,340 99.4 4,454,589,511 86.9

① 3,765,937,846 71.9 △ 28,532,475 99.2 3,794,470,321 74.0

イ 土 地 203,423,489 3.9 0 100.0 203,423,489 4.0

ロ 建 物 324,410,578 6.2 0 100.0 324,410,578 6.3

減価償却累計額 △ 66,659,648 △ 1.3 △ 4,745,390 107.7 △ 61,914,258 △ 1.2

ハ 構 築 物 5,053,251,235 96.5 79,114,046 101.6 4,974,137,189 97.1

減価償却累計額 △ 2,104,072,737 △ 40.1 △ 105,277,299 105.3 △ 1,998,795,438 △ 39.0

ニ 機械及び装置 992,664,415 18.9 18,692,850 101.9 973,971,565 19.0

減価償却累計額 △ 660,851,264 △ 12.6 △ 31,328,086 105.0 △ 629,523,178 △ 12.3

ホ 車 両 運 搬 具 3,766,719 0.1 △ 1,435,167 72.4 5,201,886 0.1

減価償却累計額 △ 2,908,078 △ 0.1 1,104,581 72.5 △ 4,012,659 △ 0.1

ヘ 工具器具及び備品 21,278,140 0.4 51,650 100.2 21,226,490 0.4

金 額 構成比 構成比
対 前 年 度

金 額 比 率科 目 別

資 産

金 額
区 別

借 方

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

平 成 ２ ０ 年 度 平 成 １ ９ 年 度

比 較 貸 借 対 照 表

年 度 別

－ 38 －

ヘ 工具器具及び備品 21,278,140 0.4 51,650 100.2 21,226,490 0.4

減価償却累計額 △ 19,358,003 △ 0.4 △ 302,660 101.6 △ 19,055,343 △ 0.4

ト 建 設 仮 勘 定 20,993,000 0.4 15,593,000 388.8 5,400,000 0.1

② 58,325 0.0 △ 60,865 48.9 119,190 0.0

イ 施 設 利 用 権 58,325 0.0 △ 60,865 48.9 119,190 0.0

③ 660,000,000 12.6 0 100.0 660,000,000 12.9

イ 長 期 貸 付 金 0 0.0 0 - 0 0.0

ロ 他会計貸付金 660,000,000 12.6 0 100.0 660,000,000 12.9

２． 807,050,290 15.4 146,453,391 122.2 660,596,899 12.9

① 775,413,156 14.8 159,324,984 125.9 616,088,172 12.0

② 28,122,148 0.5 2,618,423 110.3 25,503,725 0.5

③ 0 0.0 0 - 0 0.0

④ 3,093,217 0.1 148,215 105.0 2,945,002 0.1

⑤ 0 0.0 △ 15,620,000 皆減 15,620,000 0.3

⑥ 421,769 0.0 △ 18,231 95.9 440,000 0.0

３． 7,087,600 0.1 △ 3,543,800 66.7 10,631,400 0.2

① 7,087,600 0.1 △ 3,543,800 66.7 10,631,400 0.2

② 0 0.0 0 - 0 0.0

5,240,134,061 100.0 114,316,251 102.2 5,125,817,810 100.0合 計

短 期 貸 付 金

前 払 金

開 発 費

流 動 資 産

繰 延 勘 定

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

その他流動資産

退 職 給 与 金

無 形 固 定 資 産

投 資

－ 38 －



円 ％ 円 ％ 円 ％

174,891,208 3.3 25,816,023 117.3 149,075,185 2.9

４． 5,370,000 0.1 2,900,000 217.4 2,470,000 0.0

① 0 0.0 0 - 0 0.0

② 0 0.0 0 - 0 0.0

③ 5,370,000 0.1 2,900,000 217.4 2,470,000 0.0

④ 0 0.0 0 - 0 0.0

５． 169,521,208 3.2 22,916,023 115.6 146,605,185 2.9

① 0 0.0 0 - 0 0.0

② 0 0.0 0 - 0 0.0

③ 74,503,383 1.4 18,149,903 132.2 56,353,480 1.1

④ 0 0.0 0 - 0 0.0

⑤ 95,017,825 1.8 4,766,120 105.3 90,251,705 1.8

⑥ 0 0.0 0 - 0 0.0預 り 金

その他流動負債

引 当 金

その他固定負債

一 時 借 入 金

未 払 金

前 渡 金

流 動 負 債

他 会 計 借 入 金

科 目 別
金 額金 額 構成比

金 額

対 前 年 度

比 率

企 業 債

負 債

固 定 負 債

他 会 計 借 入 金

区 別

年 度 別

貸 方

構成比

平 成 ２ ０ 年 度 平 成 １ ９ 年 度

比 較 貸 借 対 照 表（ 水 道 事 業 ）
資料 ５

－ 39 －

⑥ 0 0.0 0 - 0 0.0

5,065,242,853 96.7 88,500,228 101.8 4,976,742,625 97.1

６． 1,606,981,640 30.7 13,567,412 100.9 1,593,414,228 31.1

① 896,360,211 17.1 0 100.0 896,360,211 17.5

イ 固 有 資 本 金 34,905,000 0.7 0 100.0 34,905,000 0.7

ロ 組 入 資 本 金 861,455,211 16.4 0 100.0 861,455,211 16.8

② 710,621,429 13.6 13,567,412 101.9 697,054,017 13.6

イ 企 業 債 710,621,429 13.6 13,567,412 101.9 697,054,017 13.6

７． 3,458,261,213 66.0 74,932,816 102.2 3,383,328,397 66.0

① 2,999,204,330 57.2 27,648,364 100.9 2,971,555,966 57.9

イ 工 事 負 担 金 1,670,419,122 31.9 18,439,334 101.1 1,651,979,788 32.2

ロ 他会計負担金 525,334,698 10.0 621,000 100.1 524,713,698 10.2

ハ 補 助 金 518,241,297 9.9 4,410,730 100.9 513,830,567 10.0

ニ 受贈財産評価額 285,209,213 5.4 4,177,300 101.5 281,031,913 5.5

② 459,056,883 8.8 47,284,452 111.5 411,772,431 8.1

イ 減 債 積 立 金 62,612,793 1.2 2,500,000 104.2 60,112,793 1.2

ロ 建設改良積立金 328,926,251 6.3 49,000,000 117.5 279,926,251 5.5

ハ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 67,517,839 1.3 △ 4,215,548 94.1 71,733,387 1.4

5,240,134,061 100.0 114,316,251 102.2 5,125,817,810 100.0

資 本

合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金

自 己 資 本 金

資 本 金

借 入 資 本 金

預 り 金

－ 39 －



円 ％ 円 ％ 円 ％

11,042,454,147 100.0 △ 152,734,868 98.6 11,195,189,015 100.0

１． 10,808,987,428 97.9 △ 214,857,958 98.1 11,023,845,386 98.5

① 4,777,978,845 43.3 △ 85,469,103 98.2 4,863,447,948 43.5

イ 土 地 136,206,069 1.2 0 100.0 136,206,069 1.2

ロ 建 物 837,709,024 7.6 0 100.0 837,709,024 7.5

減価償却累計額 △ 98,351,550 △ 0.9 △ 10,794,236 112.3 △ 87,557,314 △ 0.8

ハ 構 築 物 4,039,861,449 36.6 0 100.0 4,039,861,449 36.1

減価償却累計額 △ 578,518,563 △ 5.2 △ 58,525,104 111.3 △ 519,993,459 △ 4.6

ニ 機械及び装置 687,096,592 6.2 0 100.0 687,096,592 6.2

減価償却累計額 △ 253,669,969 △ 2.3 △ 22,850,063 109.9 △ 230,819,906 △ 2.1

ホ 車 両 運 搬 具 1,990,441 0.0 0 100.0 1,990,441 0.0

減価償却累計額 △ 1,890,919 △ 0.0 0 100.0 △ 1,890,919 △ 0.0

借 方

比 較 貸 借 対 照 表

固 定 資 産

資 産

金 額科 目 別

有 形 固 定 資 産

金 額

平 成 ２ ０ 年 度 平 成 １ ９ 年 度

構成比
比 率

区 別
金 額

年 度 別

構成比
対 前 年 度

－ 40 －

減価償却累計額 △ 1,890,919 △ 0.0 0 100.0 △ 1,890,919 △ 0.0

ヘ 工具，器具及び備品 3,266,447 0.0 0 100.0 3,266,447 0.0

減価償却累計額 △ 2,720,176 △ 0.0 △ 299,700 112.4 △ 2,420,476 △ 0.0

ト 建 設 仮 勘 定 7,000,000 0.1 7,000,000 皆増 0 0.0

② 6,031,008,583 54.6 △ 129,388,855 97.9 6,160,397,438 55.0

イ ダ ム 使 用 権 6,031,008,583 54.6 △ 129,388,855 97.9 6,160,397,438 55.0

ロ 施 設 利 用 権 0 0.0 0 - 0 0.0

③ 0 0.0 0 - 0 0.0

イ 投資有価証券 0 0.0 0 - 0 0.0

２． 233,466,719 2.1 62,123,090 136.3 171,343,629 1.5

① 187,803,250 1.7 40,293,134 127.3 147,510,116 1.3

② 45,057,649 0.4 21,859,956 194.2 23,197,693 0.2

③ 305,820 0.0 0 100.0 305,820 0.0

④ 300,000 0.0 △ 30,000 90.9 330,000 0.0

３． 0 0.0 0 - 0 0.0

① 0 0.0 0 - 0 0.0

② 0 0.0 0 - 0 0.0

11,042,454,147 100.0 △ 152,734,868 98.6 11,195,189,015 100.0合 計

その他流動資産

繰 延 勘 定

退 職 給 与 金

貯 蔵 品

未 収 金

流 動 資 産

開 発 費

現 金 預 金

無 形 固 定 資 産

投 資

－ 40 －



貸方

円 ％ 円 ％ 円 ％

883,312,390 8.0 214,703,662 132.1 668,608,728 6.0

４． 862,400,000 7.8 202,400,000 130.7 660,000,000 5.9

① 202,400,000 1.8 202,400,000 皆増 0 0.0

② 660,000,000 6.0 0 100.0 660,000,000 5.9

５． 20,912,390 0.2 12,303,662 242.9 8,608,728 0.1

① 20,072,390 0.2 12,289,203 257.9 7,783,187 0.1

② 0 0.0 0 - 0 0.0

③ 840,000 0.0 14,459 101.8 825,541 0.0

10,159,141,757 92.0 △ 367,438,530 96.5 10,526,580,287 94.0

６． 9,037,646,094 81.8 △ 329,356,079 96.5 9,367,002,173 83.6

比 較 貸 借 対 照 表（ 工 業 用 水 道 事 業 ）

金 額 構成比
金 額

構成比

未 払 費 用

平 成 １ ９ 年 度

比 率
金 額

その他流動負債

区 別

資 本

企 業 債

流 動 負 債

未 払 金

貸 方

平 成 ２ ０ 年 度

対 前 年 度

科 目 別

他 会 計 借 入 金

固 定 負 債

年 度 別

資 本 金

資料 ６

負 債

－ 41 －

６． 9,037,646,094 81.8 △ 329,356,079 96.5 9,367,002,173 83.6

① 2,862,914,037 25.9 0 100.0 2,862,914,037 25.5

イ 固 有 資 本 金 18,539,551 0.1 0 100.0 18,539,551 0.1

ロ 組 入 資 本 金 944,374,486 8.6 0 100.0 944,374,486 8.4

ハ 繰 入 資 本 金 1,900,000,000 17.2 0 100.0 1,900,000,000 17.0

② 6,174,732,057 55.9 △ 329,356,079 94.9 6,504,088,136 58.1

イ 企 業 債 6,174,732,057 55.9 △ 329,356,079 94.9 6,504,088,136 58.1

７． 1,121,495,663 10.2 △ 38,082,451 96.7 1,159,578,114 10.4

① 1,802,631,874 16.3 △ 125,560,257 93.5 1,928,192,131 17.2

ィ 工 事 負 担 金 615,071,813 5.6 △ 126,176,257 83.0 741,248,070 6.6

ロ 他会計負担金 30,394,983 0.3 616,000 102.1 29,778,983 0.3

ハ 補 助 金 1,134,356,388 10.3 0 100.0 1,134,356,388 10.1

ニ 受贈財産評価額 22,808,690 0.2 0 100.0 22,808,690 0.2

② △ 681,136,211 △ 6.1 87,477,806 88.6 △ 768,614,017 △ 6.8

イ 利 益 積 立 金 0 0.0 0 - 0 0.0

ロ 建設改良積立金 77,668,115 0.7 0 100.0 77,668,115 0.7

ハ 当年度未処理欠損金 △ 758,804,326 △ 6.8 87,477,806 89.7 △ 846,282,132 △ 7.5

11,042,454,147 100.0 △ 152,734,868 98.6 11,195,189,015 100.0合 計

自 己 資 本 金

剰 余 金

利益剰余金 (欠損金）

資 本 剰 余 金

借 入 資 本 金

資 本 金
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円 ％ 円 ％ 円 ％

11,828,991,966 100.0 75,057,834 100.6 11,753,934,132 100.0

１． 11,333,319,056 95.8 10,024,204 100.1 11,323,294,852 96.3

① 11,267,014,056 95.3 11,261,204 100.1 11,255,752,852 95.7

イ 土 地 1,859,646,963 15.7 0 100.0 1,859,646,963 15.8

ロ 建 物 1,022,584,164 8.7 0 100.0 1,022,584,164 8.7

減価償却累計額 △ 84,783,828 △ 0.7 △ 28,209,396 149.9 △ 56,574,432 △ 0.5

ハ 構 築 物 6,163,406,478 52.1 30,273,852 100.5 6,133,132,626 52.2

減価償却累計額 △ 356,378,600 △ 3.0 △ 119,786,254 150.6 △ 236,592,346 △ 2.0

ニ 機械及び装置 2,851,633,518 24.1 133,283,519 104.9 2,718,349,999 23.1

減価償却累計額 △ 315,244,116 △ 2.6 △ 89,606,359 139.7 △ 225,637,757 △ 1.9

ホ 車 両 運 搬 具 2,434,181 0.0 150,285 106.6 2,283,896 0.0

減価償却累計額 △ 657,060 △ 0.0 △ 28,716 104.6 △ 628,344 △ 0.0

比 較 貸 借 対 照 表

借 方

有 形 固 定 資 産

平 成 １ ９ 年 度年 度 別

金 額科 目 別
構成比 構成比

固 定 資 産

平 成 ２ ０ 年 度

対 前 年 度

比 率
金 額

資 産

区 別
金 額

－ 42 －

減価償却累計額 △ 657,060 △ 0.0 △ 28,716 104.6 △ 628,344 △ 0.0

ヘ 工具，器具及び備品 2,504,122 0.0 0 100.0 2,504,122 0.0

減価償却累計額 △ 649,511 △ 0.0 △ 123,118 123.4 △ 526,393 △ 0.0

ト 建 設 仮 勘 定 122,517,745 1.0 85,307,391 329.3 37,210,354 0.3

② 66,305,000 0.5 △ 1,237,000 98.2 67,542,000 0.6

イ 施 設 利 用 権 64,289,000 0.5 △ 1,237,000 98.1 65,526,000 0.6

ロ 電 話 加 入 権 2,016,000 0.0 0 100.0 2,016,000 0.0

２． 491,312,910 4.2 66,433,630 115.6 424,879,280 3.6

① 334,746,926 2.8 62,377,332 122.9 272,369,594 2.3

② 156,265,984 1.3 4,086,298 102.7 152,179,686 1.3

③ 300,000 0.0 △ 30,000 90.9 330,000 0.0

３． 4,360,000 0.0 △ 1,400,000 75.7 5,760,000 0.1

① 4,360,000 0.0 △ 1,400,000 75.7 5,760,000 0.1

11,828,991,966 100.0 75,057,834 100.6 11,753,934,132 100.0

無 形 固 定 資 産

合 計

その他流動資産

未 収 金

現 金 預 金

流 動 資 産

繰 延 勘 定

開 発 費
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貸方

円 ％ 円 ％ 円 ％

492,956,060 4.2 56,626,576 113.0 436,329,484 3.7

４． 221,569,000 1.9 102,233,000 185.7 119,336,000 1.0

① 137,500,000 1.2 88,300,000 279.5 49,200,000 0.4

② 64,289,000 0.5 △ 1,237,000 98.1 65,526,000 0.6

③ 19,780,000 0.2 15,170,000 429.1 4,610,000 0.0

５． 271,387,060 2.3 △ 45,606,424 85.6 316,993,484 2.7

① 268,819,810 2.3 △ 46,552,326 85.2 315,372,136 2.7

② 0 0.0 0 - 0 0.0

③ 0 0.0 0 - 0 0.0

④ 0 0.0 0 - 0 0.0

⑤ 2,567,250 0.0 945,902 158.3 1,621,348 0.0

固 定 負 債

比 較 貸 借 対 照 表（ 公 共 下 水 道 事 業 ）

一 時 借 入 金

預 り 金

その他流動負債

未 払 金

預 り 有 価 証 券

企 業 債

庁舎建設負担金

引 当 金

流 動 負 債

資料 ７

平 成 ２ ０ 年 度 平 成 １ ９ 年 度

負 債

対 前 年 度

貸 方

年 度 別

金 額 構成比
金 額

構成比
比 率科 目 別

金 額
区 別
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⑤ 2,567,250 0.0 945,902 158.3 1,621,348 0.0

11,336,035,906 95.8 18,431,258 100.2 11,317,604,648 96.3

６． 4,102,346,058 34.6 △ 210,985,276 95.1 4,313,331,334 36.7

① 4,102,346,058 34.6 △ 210,985,276 95.1 4,313,331,334 36.7

イ 企 業 債 4,102,346,058 34.6 △ 210,985,276 95.1 4,313,331,334 36.7

７． 7,233,689,848 61.2 229,416,534 103.3 7,004,273,314 59.6

① 7,188,745,458 60.8 190,889,686 102.7 6,997,855,772 59.5

ィ 受贈財産評価額 1,332,873,711 11.3 2,792,500 100.2 1,330,081,211 11.3

ロ 負 担 金 932,344,494 7.9 64,249,580 107.4 868,094,914 7.4

ハ 国 庫 補 助 金 4,043,189,137 34.2 123,847,606 103.2 3,919,341,531 33.3

ニ 一般会計補助金 11,821,509 0.1 0 100.0 11,821,509 0.1

ホ その他資本剰余金 868,516,607 7.3 0 100.0 868,516,607 7.4

② 44,944,390 0.4 38,526,848 700.3 6,417,542 0.1

ィ 減 債 積 立 金 350,000 0.0 350,000 皆増 0 0.0

ロ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 44,594,390 0.4 38,176,848 694.9 6,417,542 0.1

11,828,991,966 100.0 75,057,834 100.6 11,753,934,132 100.0合 計

利益剰余金 (欠損金）

借 入 資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

その他流動負債

資 本

資 本 金
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区 分

平成２０年度 16.4 4.6 29.5 4.2 25.1 20.2

平成１９年度 15.4 5.7 30.2 3.9 27.1 17.7

平成１９年度
給水人口 ３万人～５万人

未満都市平均
13.2 13.5 29.7 4.2 20.7 18.7

平成１９年度
給水人口１.５万人～３万人

未満都市平均
14.0 14.5 30.9 4.5 17.4 18.7

区 分

平成２０年度 5.8 30.9 42.3 5.5 - 15.5

平成１９年度 6.1 33.3 42.7 5.1 - 12.8

平成１９年度
全国平均 14.0 16.6 36.3 5.9 - 27.2

区 分

平成２０年度 8.9 19.3 31.2 6.4 - 34.2

平成１９年度 12.3 23.1 30.3 5.5 - 28.8

平成１９年度
全国平均（法適用） 8.9 29.0 38.3 2.9 - 20.9

（単位：％）

職員給与費 支払利息

（単位：％）

費用構成に関する比較表（公共下水道事業）

職員給与費 支払利息 減価償却費 動力費 受水費

資料 ８

減価償却費 動力費 受水費 物件その他

資料 ９

費用構成に関する比較表（水道事業）

（単位：％）

物件その他受水費

資料 １０

物件その他

費用構成に関する比較表（工業用水道事業）

職員給与費 支払利息 減価償却費 動力費
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区 分

平成２０年度

平成１９年度

平成１９年度
給水人口 ３万人～５万人

未満都市平均

平成１９年度
給水人口１.５万人～３万人

未満都市平均

区 分

平成２０年度

平成１９年度

平成１９年度
全国平均

区 分

平成２０年度

平成１９年度

平成１９年度
全国平均（法適用）

6.8

23.1

経営分析に関する比較表（上水道事業）

Ｌ＝193,683.42ｍ

備 考

Ｌ＝195,045.66ｍ

資料 １１

配水管使用効率（㎥/ｍ） 固定資産使用効率（㎥/万円）

12.0

12.223.9

6.6

固定資産使用効率（㎥/万円）

32.4

16.4 6.5

920.3

961.2

配水管使用効率（㎥/ｍ）

配水管使用効率 ＝

固定資産使用効率 ＝

配 水 量
導送配水管延長

配 水 量
有形固定資産

Ｌ＝136,325.14ｍ

2.7

6.553.9

45.5 導送配水管延長

導送配水管延長

資料 １３

33.3

29.2

備 考

Ｌ＝16,818.26ｍ

Ｌ＝16,842.39ｍ

資料 １２経営分析に関する比較表（工業用水道事業）

14.9

Ｌ＝147,620.20ｍ

固定資産使用効率（㎥/万円）

564.7

配水管使用効率（㎥/ｍ）

経営分析に関する比較表（公共下水道事業）

導送配水管延長

備 考

50.5
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資料 １４

68,800,000 109,800,000 4,900,000

710,621,429 697,054,017 711,241,224

55,232,588 123,987,207 60,143,474

22,281,743 28,288,006 31,356,562

77,514,331 152,275,213 91,500,036

（単位：円）

資料 １５

202,400,000 0 0

6,377,132,057 6,504,088,136 6,819,883,344

329,356,079 315,795,208 294,767,994

161,457,123 173,266,429 181,788,094

490,813,202 489,061,637 476,556,088

（単位：円）

資料 １６

210,400,000 891,200,000 70,700,000

4,239,846,058 4,362,531,334 4,309,995,914

333,085,276 838,664,580 348,065,999

149,371,277 191,492,260 208,122,330

482,456,553 1,030,156,840 556,188,329

（単位：円）

元 金

利 子

計

平 成 ２ ０ 年 度区 分

元
利
償
還
金

企 業 債 借 入 金

年 度 末 未 償 還 残 高

年 度 末 未 償 還 残 高

区 分

企業債の借入等の状況 （公共下水道事業）

平 成 １ ８ 年 度平 成 ２ ０ 年 度 平 成 １ ９ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

元
利
償
還
金

元 金

利 子

元
利
償
還
金

元 金

利 子

計

企 業 債 借 入 金

企業債の借入等の状況 （水道事業）

企業債の借入等の状況 （工業用水道事業）

計

企 業 債 借 入 金

年 度 末 未 償 還 残 高

平 成 １ ８ 年 度平 成 １ ９ 年 度区 分

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度
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資料 １７

（単位：円）

資料 １８

0 300,000,000 300,000,000

660,000,000 660,000,000 360,000,000

0 0 0

980,049 849,316 262,708

980,049 849,316 262,708

（単位：円）

資料 １９

0 100,000,000 150,000,000

0 0 100,000,000

0 200,000,000 0

0 150,136 1,369

0 200,150,136 1,369

（単位：円）

水道事業会計借入金

年 度 末 残 高

元
金
利
子

元 金

利 子

計

他会計の借入等の状況 （公共下水道事業）

区 分 平 成 ２ ０ 年 度 平 成 １ ９ 年 度 平 成 １ ８ 年 度

他会計の借入等の状況 （水道事業）

他会計の借入等の状況 （工業用水道事業）

区 分

区 分

他 会 計 借 入 金

年 度 末 残 高

元
金
利
子

元 金

利 子

計

水道事業会計借入金

年 度 末 残 高

元
金
利
子

元 金

利 子

計

平 成 １ ９ 年 度 平 成 １ ８ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度 平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 １ ８ 年 度
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